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はじめに 

 

千葉県特定行政庁連絡協議会（以下、「連絡協議会」という。）は、建築行政の円滑な運

用を図ることを目的として昭和 46 年に設置され、千葉県と県内の特定行政庁および限定

特定行政庁から構成されています。 

連絡協議会では、建築基準法令の解釈上疑義が生じやすい事項について検討し、県内の

統一見解として千葉県建築基準法令関係取扱基準集（以下、「取扱基準集」という。）を作

成しています。 

また取扱基準集では、全国的に統一された法解釈をするために、日本建築行政会議にて

編集された『建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例』、『建築物の防火避難規定

の解説』を原則取扱基準と定め、建築確認審査・検査の適正かつ円滑な運用を図ることと

しています。 

このたび、連絡協議会では、建築基準法令の整備状況や改正等の動向等踏まえ、取扱基

準集の改訂作業に取り組み、『千葉県建築基準法令関係取扱基準集2026年版』を取りまと

めたところです。 

本書が建築の実務に携わる多くの方々に活用され、安全で安心な建築物の形成に資する

ことを期待しております。 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 寄宿舎について 

 

＝要 旨＝ 

 

「寄宿舎」とは、複数の寝室を有し、食堂、浴室、便所、台所等の共同施設が設けられたものをいう。 

 

＝内 容＝ 

 

「寄宿舎」とは、事業者等が設置する居住施設で、主として学生、職員、従業員等が共同で生活を行うた

めに、複数の寝室を有し、食堂、浴室、便所、台所等の共同施設が設けられたものをいう。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

  

 

 

 

関係条文 法第 2 条第二号  年度 分類 番号 

関  連   2008 総則 001 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 延焼のおそれのある部分の取り方について 

 

＝要 旨＝ 

 

 延焼のおそれのある部分とは、外壁面の向きに関係なく 1 階にあっては 3ｍ以下、2 階以上にあっては 

5ｍ以下の範囲内すべてが該当する。 

 

＝内 容＝ 

 

 下図の場合、隣地境界線に面する部分だけでなく、外壁はすべて隣地境界線からの延焼のおそれのある

部分に該当する。 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

 

関係条文 法第 2 条第六号  年度 分類 番号 

関  連   2008 総則 003 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 居室の採光について 

 

＝要 旨＝ 

 

 法第 28 条第 1 項に規定する「その他の開口部」について、光を通さないドア等は該当しない。 

 

＝内 容＝ 

 

 法第 28 条第 1 項に規定する「採光のための窓その他の開口部」とは、採光条件を満足しなければならな

いものであるから、光を通さないドア等は採光のための開口部とはならない。 

なお、シャッター、雨戸等については、防犯や管理上に設けられるものであって日中常時開放である場

合に限り、開口部分を有効採光面積に算入できる。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

  

 

 

 

関係条文 法第 28 条第 1 項  年度 分類 番号 

関  連   2008 総則 005 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 階段及びその踊場の幅並びに階段のけあげ及び踏面の寸法について 

 

＝要 旨＝ 

 

 法で要求されるもの以外に、任意に設置する階段についても、寸法の規定の適用がある。 

 

＝内 容＝ 

 

 令第 23 条から令第 25 条までに規定する階段の構造関係の規定は、令第 27 条に規定する特殊の用途に専

用する階段を除き、すべての階段に適用する。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 令第 23 条：階段及びその踊場の幅並びに階段のけあげ及び踏面の寸法 

令第 24 条：踊場の位置及び踏面 

令第 25 条：階段等の手すり等 

 

関係条文 法第 36 条、令第 23 条～令第 25 条  年度 分類 番号 

関  連   2008 総則 006 

 

- 4 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 建築物の敷地又は建築物（法第 65 条、法第 24 条に限る）が 2 以上の地域、地区等にわたる場合の取扱

いについて 

 

＝要 旨＝ 

 

 法第 91 条の規定は原則として敷地の過半の属する区域、地域または地区内の規定を適用することを規定

しているが、同条の括弧書きの取扱いをまとめると主に下表のようになる。 

 

＝内 容＝ 

 規制の性格と適用方法 

区域等 規制の性格 原則 適用 

容積率（法第 52 条） 

建蔽率（法第 53 条） 
密度規制 平均主義 敷地面積の加重平均による 

外壁後退距離（法第 54 条） 

高さ制限（法第 55 条） 

斜線制限（法第 56 条） 

高度地区（法第 58 条） 

形態規制 
部分主義 

敷地の各部分ごとの制限による 

日影規制（法第 56 条の 2） 日影時間規制 日影を生じさせる区域の制限による 

防火地域、準防火地域 

（法第 65 条） 

法第 22 条区域 

（法第 24 条） 

防火規制 全部主義 厳なる方の規制による 

要確認区域（法第 6 条） 

都市計画区域（法第 41 条の 2） 

用途地域（法第 48 条） 

高度利用地区（法第 59 条） 

用途規制等 過半主義 敷地の過半に属する区域等の制限による 

 

 

＝備 考＝ 

 建築物の敷地が 3 つ以上の用途地域にまたがっている場合の用途規制については、法第 91 条の趣旨にし

たがって取扱う。つまり、ある建築物がその敷地に建築できるかどうかは、当該敷地において当該建築物

を建築できる用途地域の面積の合計が過半を占めているかどうかによって定まることとなる。 

 

関係条文 法第 91 条  年度 分類 番号 

関  連   2008 総則 007 

 

- 5 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 用途上可分、不可分の関係について 

 

＝要 旨＝ 

 建築物の敷地を設定する際の用途上可分、不可分の関係は、建築物の用途面における機能上の関連性に

着目して判定される。 

 

＝内 容＝ 

「用途上不可分の関係にある 2 以上の建築物」とは同一敷地内 2 棟以上の建築物があり、それぞれの棟

に敷地分割することによって、それぞれの建築物の用途上の機能が満たされないため、敷地分割のできな

い建築物群をいい、一般的には、敷地の用途を決定する建築物（主要用途建築物）とこれに関連する建築

物（付属建築物）とから構成される。 

 例－1 は、工場、寮とも独立した機能を持ち、併設されているだけであり、可分。工場と事務所、倉庫

は、付属関係にあると考えられるので、不可分。 

例－2 は、住宅の母屋とはなれ、物置は付属関係にあるので、不可分。 

なお、この他にも共同住宅と自転車置き場、学校校舎と体育館なども付属関係にあるので、不可分。 

 

 

＝備 考＝ 

 用途上可分か否かの判定は、建築物の用途面における機能上の関連性に着目して行われるものであって、

土地または建築物の所有状況は直接これに影響を及ぼさない。 

 令第 1 条：政令における用語の定義 

 

関係条文 令第 1 条第一号  年度 分類 番号 

関  連 法第 2 条  2008 総則 008 

 

- 6 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 地盤面下の車庫等と地上建築物の一体性の判断について 

 

＝要 旨＝ 

 

複数の建築物が平面上重なっている場合、以下の要件を全て満たしたものは別棟として扱うこととする。 

 

＝内 容＝ 

 

【要件】 ① 階段等開口部により、内部で接続及び連絡がないこと。 

② 構造耐力上主要な部分が一体でないこと。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 平面上重なる建築物の用途及び規模の制限はない。 

  

 

 

 

関係条文 法第 6 条第 1 項  年度 分類 番号 

関  連   2013 総則 009 

 

- 7 - 

 

① 階段等開口部により、内部で接続及び連絡

がないこと。 

② 構造耐力上主要な部分が一体でないこと。 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

階数に算入しない屋上部分の取扱いについて 

 

＝要 旨＝ 

昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分とは、当該部分以外の建築物の屋根

の面より高い位置に設けられるもののうち、用途上、機能上及び構造上、屋上に設けることが適当である

ものをいうが、令第2条第1項第八号に例示されていないものを定めるものである。 

 

＝内 容＝ 

「昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分」は以下のものが該当する。 

① 昇降機塔、装飾塔、物見塔 

  ② 屋上部分の利用のための階段室 

  ③ 昇降機の利用のための乗降ロビー 

  ④ 用途上、機能上及び構造上、屋上に設けることが適当な各種機械室 

  ⑤ 上記に付属する階段室等 

 

「昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分」に該当するものは、「建築確認

のための基準総則・集団規定の適用事例２０２２年度版 P117 階数に算入しない屋上部分」による。 

なお、④の各種機械室については、その部分の床面積が各種機器及びそのメンテナンススペース程度の

ものに限る。その他のものについても同様に、必要最低限のスペースとしたものに限る。 

 

 

＝備 考＝ 

 

階数の解釈について(建築基準法質疑応答集応用技術編 P.270) 

 

 

 

関係条文 令第 2 条第 1 項第八号  年度 分類 番号 

関  連   2015 総則 010 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 床面積の算定における吹きさらしの廊下等の離隔距離について 

 

＝要 旨＝ 

 

吹きさらしの廊下、ベランダ・バルコニー及び屋外階段の床面積の算定において、外気に有効に開放さ

れているとみなすための離隔距離については、以下の要件を全て満たすものとする。 

 

＝内 容＝ 

 

 【要件】 

① 当該部分の隣地境界線からの距離が有効で 0.5ｍ以上であること。ただし、隣地が公園、水面等で

あるときはこの限りでない。 

② 同一敷地内の他の建築物又は当該建築物の他の部分からの距離が有効で 2.0ｍ以上であること。 

 

＝備 考＝ 

「建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例 2022 年度版」P81,83,87 の補足 

 

 

関係条文 法第 92 条、令第 2 条第 1 項第三号  年度 分類 番号 

関  連   2024 総則 011 

 

- 9 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 第 1 種低層住居専用地域内の長屋形式店舗兼用住宅の取扱いについて 

 

＝要 旨＝ 

 

 第 1 種低層住居専用地域内の長屋形式店舗兼用住宅の取扱いは、以下のとおりとする。 

 

 

＝内 容＝ 

 

 第 1 種低層住居専用地域内の長屋形式店舗兼用住宅は、各住戸内店舗の面積が、当該住戸の 2 分の 1 以

下、かつ建築物内の各店舗の床面積の合計が 50 ㎡以下でなければならない。 

 

 

住戸 

Ａ 

住戸 

Ｂ 

住戸 

Ｃ 

ａ ｂ ｃ 

              

             Ａ、Ｂ、Ｃは 店舗部分を含む各住戸の床面積の合計 

             ａ、ｂ、ｃは 各住戸内店舗部分の床面積の合計 

              

             ａ＋ｂ＋ｃ ≦ 50 ㎡ かつ ａ≦1/2Ａ、ｂ≦1/2Ｂ、ｃ≦1/2Ｃ 

 

 

＝備 考＝ 

 

 令第 130 条の 3：第 1 種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅 

 

 

 

関係条文 法第 48 条第 1 項、令第 130 条の 3  年度 分類 番号 

関  連   2008 集団 001 

 

- 10 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 前面道路の反対側に水路等がある場合の法第 52 条第 2 項の取扱いについて 

 

＝要 旨＝ 

 

 法第 52 条第 2 項の前面道路による容積率は、前面道路の反対側に水路等がある場合、その前面道路の幅

員に水路等の幅を含めることはできない。 

 

＝内 容＝ 

 

 法第 52 条第 2 項で前面道路の幅員が 12m 未満の場合は、幅員に住居系の用途地域で 0.4、その他の地域

で 0.6 を掛けたもの以下でなければならないことになっているが、それは建築物の密度を規制することに

より、道路交通等の負担を間接的に制御することが目的のひとつであり、当該水路等を含めることはでき

ない。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

  

 

 

 

関係条文 法第 52 条第 2 項  年度 分類 番号 

関  連   2008 集団 002 

 

- 11 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 建蔽率に係る角地緩和の取扱いについて（１） 

 

＝要 旨＝ 

 

 建蔽率の角地緩和において、「公園等」には水面、水路、里道等（法第 42 条には該当しない）及び線路

敷が含まれる。 

 

＝内 容＝ 

 

 細則等の建蔽率の角地緩和に係る規定は、街区の角にある敷地の建蔽率の限度に 10 分の 1 を加えられる

規定であり、敷地が接する部分に空地がある場合に適用できると解するので、「公園等」には水面・水路、

里道等（法第 42 条には該当しない）及び線路敷（駅舎等が建築され、建築物の敷地となっている部分に接

する部分は除く。）も含む。 

  

 

 

＝備 考＝ 

 【用語の定義】 

水面、水路、里道等（法第 42 条には該当しない）：公的所有管理され、公図等で確認でき、かつ将来に

わたって形態・空間が確保されるもの 

 

関係条文 法第 53 条第 3 項第二号、細則等  年度 分類 番号 

関  連   2008 集団 003 

 

- 12 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 建蔽率に係る角地緩和の取扱いについて（２） 

 

＝要 旨＝ 

千葉県建築基準法施行細則第 16 条第 2 号の「建築物の敷地に接する道路の反対側又は敷地に接して公園

等の類があり前号に準ずると認められるもの」とは、「幅員がそれぞれ 4ｍ以上の道路及び公園等で、その

幅員の合計が 10ｍ以上のものが内角百二十度以内で交わる角地」をいう。 

 

＝内 容＝ 

 千葉県建築基準法施行細則第 16 条第 2 号では、建蔽率に係る角地緩和に関して、同条第 1 号の二の道路

がある場合に準ずると認められるものを定めており、「幅員がそれぞれ 4ｍ以上の道路及び公園等で、その

幅員の合計が 10ｍ以上のものが内角百二十度以内で交わる角地」がこれに該当し、具体的には、以下の図

のとおりである。 

 なお、公園等の幅は 4ｍ以上とし、道路に接して公園等がある場合は、道路と公園等の幅員を合計する

ことができる。 

 

＝備 考＝ 

 

※千葉県以外の特定行政庁所管の区域にあっては、要旨・内容に記載の「千葉県建築基準法施行細則」

及び条項について、各市で定める細則等・条項に読み替えて適用するものとする。 

 

関係条文 法第 53 条第 3 項第二号、細則等  年度 分類 番号 

関  連   2008 集団 004 
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敷 地

道路

道
路

公
園
等
（
例
：
水
路
）

幅員 W1

幅員 W2

角地緩和の適用要件
W1≧4ｍ、W2≧4ｍ、かつ、W1＋W2≧10ｍ

敷 地

道路

公
園
等
（
例
：
川
）

幅員 W1

幅員 W2

建築物の敷地に接する道路の反対側に
接して公園等があり細則第16条第1号に

準ずると認められるもの

建築物の敷地に接して公園等があり
細則第16条第1号に準ずると

認められるもの

敷 地

道路

道
路

公園等（例：水路）

幅員 W1

幅員 W2



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 建蔽率に係る角地緩和の取扱いについて（３） 

 

＝要 旨＝ 

 

 Ｌ型状の道路に接する敷地の法第 53 条第 3 項第二号（街区の角にある敷地）の取扱いについては、120°

以内であれば街区の角地としてみられる。 

 

＝内 容＝ 

 

 120°以内に交わるＬ型状の道路に接した敷地は、細則等の建蔽率の角地緩和に係る規定による街区の角

にある敷地に該当する。またそれぞれの道路に 2m 以上の接道が必要となる。 

 

 

＝備 考＝ 

道路斜線制限について 

120°以内に交わるＬ型状の道路に接した敷地は 2 以上の前面道路があるものとして、令第 132 条 

（2Ａかつ 35m の緩和）並びに条例第 14 条第 2 項及び第 23 条第 2 項についても適用する。（天空率の

場合も同じ） 

 

※角度の計測位置の取扱いについては、各所管行政庁へ問合せ願います。 

 

関係条文 法第 53 条第 3 項第二号、細則等  年度 分類 番号 

関  連   2008 集団 005 

 

- 14 - 

角地緩和の適用要件：A＋B≧10m かつ A≧4m、B≧4m 

法第 42 条 2項道路の幅員は原則 4m と扱う 

Ａ 

Ｂ 

敷 地 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 道路斜線制限に係る建築物の後退距離の算定について（１） 

 

＝要 旨＝ 

 

道路斜線制限に係る建築物の後退距離の算定は、前面道路の境界線までの水平距離のうち最小のものを

いう。 

 

＝内 容＝ 

 

 法第 56 条第 2 項により後退距離は、建築物から前面道路の境界線までの水平距離のうち、最小のものと

規定されている。したがって、図の場合の後退距離は b となる。 

 

※ 図中 b および c は、壁芯からではなく壁面からの距離 

 

＝備 考＝ 

 

  

 

 

 

関係条文 法第 56 条第 2 項  年度 分類 番号 

関  連   2008 集団 006 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 道路斜線制限に係る建築物の後退距離の算定について（２） 

 

＝要 旨＝ 

 

 行き止まり道路に接する敷地の後退距離について、前面道路の境界線までの水平距離のうち最小のもの

をいう。 

 

＝内 容＝ 

 

 Ｓ1 とＳ2 で幅の狭い方を後退距離とする。 

 

 

＝備 考＝ 

 

  

 

 

 

関係条文 法第 56 条第 2 項  年度 分類 番号 

関  連   2008 集団 008 
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行 き 止 ま り 道 路 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 敷地と道路に高低差がある場合について 

 

＝要 旨＝ 

 

敷地と道路に高低差がある場合の取扱いは、以下のとおりとする。 

 

＝内 容＝ 

 

建築基準法令等において、敷地内に通路等を設けることが求められている場合を除き、建築物から道路

まで原則として幅６０cm 以上の通路（階段及びスロープ部分含む）が確保されている場合は、接道してい

るものとして扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

＝備 考＝ 

 「建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例 2022 年度版」P132 の補足 

 

関係条文 法第 43 条  年度 分類 番号 

関  連   2013 集団 009 
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道
路
境
界
線

道路

道
路
境
界
線

スロープ

階段 有効60cm以上(全幅)

有効60cm以上(全幅)

道路区域
（道路敷）

※道路区域の範囲については、
道路管理者等に確認が必要



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 制限の緩和等の取扱いについて 

 

＝要 旨＝ 

建築基準法における道路、公園等による緩和について、下表のとおり取り扱うこととする。 

 

＝内 容＝ 

【表】 

項目等 道路 線路敷 

高架 

公園・広場 
川・水面・水路 

・里道等 
道路 線路敷 

採光 

令第 20 条 

道路の反対側

の境界線 
1/2 

× 

※1 
1/2 1/2 

道路斜線 

令第 134 条 

道路の反対側

の境界線 

線路敷の 

反対側の 

境界線 

道路の 

反対側の

境界線 

線路敷の 

反対側の

境界線 

公園・広場の反

対側の境界線 

川・水面・水路 

・里道等の反対

側の境界線 

隣地斜線 

令第 135 条 

の 3 

  1/2  1/2 
1/2 

※4 
1/2 

北側斜線 

令第 135 条 

の 4 

道路の反対側

の境界線 
1/2 

道路の 

反対側の

境界線 

1/2 

※３ × 1/2 

日影規制 

令第 135 条 

の 12 

1/2（道路幅が

10ｍを超える

ときは反対側

の境界線から

5m） 

1/2（幅が 10

ｍを超えると

きは反対側の

境界線から５

ｍ） 

1/2（幅が 10ｍを超え

るときは反対側の境界

線から５ｍ） 

※３ 

× 

1/2（幅が 10

ｍを超えると

きは反対側の

境界線から５

ｍ） 
角地緩和 

法第53条第3

項第二号 

※５ 

○ 
○ 

※2 

○ 

※３ 
× 

○ 

※2 

○ 

※2 

※1：高架の上面については１／２緩和可 

※2：線路敷、公園等の幅員の合計が 4m 以上となるもの 

※3：高架の下を現に建築物の敷地として利用している場合には緩和不可 

※4：都市公園法施行令第 2 条第 1 項第 1 号に規定する都市公園を除く 

※5：細則等による。 

 

＝備 考＝ 

 【用語の定義】 

 １．道路：建築基準法第 42 条の道路 

 ２．線路敷：線路が敷設されている部分（駅舎等の建築物がある部分（計画が明らかな場合

を含む）を除く） 

 ３．高架：地表面より高く橋梁形式の構造になっているもの 

４．公園、広場、川、水面、水路、里道等：公的所有管理され、公図等で確認でき、かつ  

将来にわたって形態・空間が確保されるもの 

【注意事項】 

１．上表の取扱いに関しては原則であり、敷地の状況により異なる場合がある。 

２．管理者を謄本等により確認すること。 

 

関係条文 表中に記載  年度 分類 番号 

関  連   2013 集団 010 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 サービス付き高齢者向け住宅の用途判断について 

 

＝要 旨＝ 

 

 高齢者の居住の安定確保に関する法律(平成１３年法律第２６号)(以下「高齢者住まい法」という。)第

５条第１項の規定に基づく「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受ける建築物」の用途判断につい

て，以下のとおりとする。 

 

 

＝内 容＝ 

 

老人福祉法第２９条第１項に規定する有料老人ホームに該当する場合は，建築基準法上も有料老人ホー

ムとして扱う。有料老人ホームに該当しない場合は，実態に応じて，共同住宅，寄宿舎等として扱う。 

また，併設する「サービス提供施設」については，当該部分の根拠となる介護保険法等の用途による。 

 

高齢者住まい法 

第５条第１項 

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受ける建築物 

サービス付き高齢者住宅 サービス提供施設 

有料老人ホーム 高齢者向けの賃貸住宅 

老人福祉法 

第２９条第１項 
該当 非該当 非該当 

建築基準法上の用途 有料老人ホーム 共同住宅，寄宿舎等 提供する各福祉サービスの根

拠となる法律の用途による 
 

 

＝備 考＝ 

 

 老人福祉法第２９条第１項に規定する有料老人ホームに該当するかどうかは，各行政庁の老人福祉法を

所管している部署へお問い合わせください。 

有料老人ホーム【老人福祉法第２９条第１項】 

老人を入居させ、入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供又はその他の日常生活上必要な便宜であ

って厚生労働省令で定めるもの（洗濯、掃除等の家事又は健康管理）の供与をする事業を行う施設であっ

て、老人福祉施設、認知症対応型老人共同生活援助事業を行う住居その他厚生労働省令で定める施設でな

いもの。 

 

 

関係条文 法第２条第１項第二号，法第４８条  年度 分類 番号 

関  連 老人福祉法第２９条第１項  2015 集団 011 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 避難階段の構造について 

 

＝要 旨＝ 

 

 階段に面する開口部（出入口以外）において、ガラスブロックは緩和の対象とならない。 

 

 

＝内 容＝ 

 

 ガラスブロックは開口部の扱いとなり、緩和規定にもあたらないため、使用することはできない。 

ただし、防火設備として大臣認定を受けたものについては、使用可能である。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

「壁」として大臣認定を受けたものについても、使用可能である。 

 

令第 123 条：避難階段及び特別避難階段の構造 

 

関係条文 法第 35 条、令第 123 条第 2 項第一号  年度 分類 番号 

関  連   2008 防避 001 

 

- 20 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 物品販売業を営む店舗における避難階段等の幅について 

 

＝要 旨＝ 

 

 令第 124 条第 2 項の「もつぱら一若しくは二の･･････」とは、地上階で１つの階又は２つの階で専用す

る階段や出入口の幅をいう。 

 

＝内 容＝ 

 

 令第 124 条第 2 項の規定は、地上階において、１つの階又は２つの階で専用する階段及びその出入口は、

その避難する人員が少ないので、その幅の計算に関しては 1.5 倍あるとみなして、第 1 項の規定を適用す

ることとしたものである。 

つまり、地上階で１つの階又は２つの階で専用する階段や出入口の幅は、1.5 倍あるものとみなされる。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 令第 124 条：物品販売業を営む店舗における避難階段等の幅 

 

 

 

関係条文 法第 35 条、令第 124 条第 2 項  年度 分類 番号 

関  連   2008 防避 002 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 垂直積雪量について 

 

＝要 旨＝ 

 

 令第 86 条第 3 項の規定により千葉県内の各特定行政庁が規則で定める垂直積雪量の数値は、全て 30  

センチメートルである。 

 

＝内 容＝ 

 

 令第 86 条に積雪荷重の算定方法が規定されている。 

 垂直積雪量は、令第 86 条第 3 項の規定により特定行政庁が規則で定めることとされており、千葉県内

の各特定行政庁は、全て 30 センチメートルと定めている。（下記根拠条文参照） 

 なお、千葉県内に令第 86 条第 2 項ただし書の規定による多雪区域の指定はありません。 

 

 

【各特定行政庁が規則で定める垂直積雪量の根拠条文】 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

関係条文 令第 86 条第 3 項  年度 分類 番号 

関  連   2024 構造 001 

 

- 22 – 

 

千葉県建築基準法施行細則第 16 条の 2  

千葉市建築基準法施行細則第 17 条の 2   

市川市建築基準法施行細則第 40 条     

船橋市建築基準法施行細則第 19 条の 2    

松戸市建築基準法施行細則第 14 条の 2    

柏市建築基準法等施行等規則第 16 条の 3   

市原市建築基準法施行細則第 14 条の 3    

佐倉市建築基準法施行細則第 18 条 

八千代市建築基準法施行細則第 22 条 

我孫子市建築基準法施行細則第 25 条 

浦安市建築基準法施行細則第 24 条 
習志野市建築基準法施行細則第 26 条 

木更津市建築基準法施行細則第 24 条 

流山市建築基準法施行細則第 22 条 

成田市建築基準法施行細則第 26 条 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 地表面粗度区分及び基準風速 V0について 

 

＝要 旨＝ 

 

 平成 12 年建設省告示第 1454 号で定められている地表面粗度区分について、海岸線又は湖岸線からの距

離並びに建築物の高さによって、区分Ⅱ又はⅢとする。 

 また、千葉県内の市町村の基準風速 V0をまとめると下表のようになる。 

 

 

＝内 容＝ 

（１）地表面粗度区分 

 地表面粗度区分について、千葉県内では各特定行政庁が規則で区域を定めていないため、区分Ⅱ又は区

分Ⅲのいずれかとなる。どちらの区分を適用するかは、構造設計者が建築物の位置と高さの関係により適

切に判断する必要がある。 

 なお、区分Ⅲに該当する場合であっても、安全側の検討として、区分Ⅱを適用することは支障ない。 

 

（２）基準風速 V0 

 千葉県内の市町村の基準風速 V0は、次の表に掲げる数値とする。 

 

※表の（旧〇〇市・町・村）は合併前の市町村名を表す。 

 

＝備 考＝ 

 

 

関係条文 令第 87 条第 2 項、 

平成 12 年建設省告示第 1454 号 

 年度 分類 番号 

関  連   2024 構造 002 

 

- 23 - 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 昇降機の確認申請の要件について（１） 

 

＝要 旨＝ 

 

 建築基準法における確認申請が必要となる昇降機について、下表のとおり取り扱うこととする。 

 

＝内 容＝ 

 表．昇降機の確認申請の要件 

昇降機種別 確認申請の要件 

エレベーター 

(１)エレベーターを新設する場合 

(２)既設のエレベーターを撤去・新設する場合 

（主要な支持部分※1（全部又は一部）、かご（枠及び床版）、駆動装置（巻上機又は油圧パワ

ーユニット等）及び制御盤を一括して取り替える場合※2,3は、エレベーターを撤去・新設とみ

なす。） 

エスカレーター 

(１)エスカレーターを新設する場合 

(２)既設のエスカレーターを撤去・新設する場合 

（主要な支持部分※1（全部又は一部）、駆動装置及び制御盤を一括して取り替える場合※2,3は、

エスカレーターを撤去・新設する場合とみなす。） 

小荷物専用 

昇降機 
エレベーターに準じる 

※1. 令第 129 条の４、令第 129 条の 12 第 2項に定める主要な支持部分を指す。 

※2. 1 つでも取り替えない部材がある場合（例.駆動装置以外は全て交換する場合等）は、法第 87 条の 4 の「設ける 

場合」とみなさない。 

※3. 改修等の工事を２回以上に分け、これらの改修等を合わせると「設ける場合」に該当する場合は、個別に判断する。 

 

＝備 考＝ 

 上記取扱いにおいて法第 87 条の 4 の「設ける場合」に該当しない改修工事にあっては、法第 12 条第 5

項に基づく報告を求めない。 

 なお、前段の取扱いを除き、告示等に基づき確認申請が不要となる昇降機であって定期検査報告が必要

な昇降機等、所定の様式にて報告が必要となる場合があるため、その取扱いについては、各所管行政庁へ

問合せ願います。 

 

関係条文 法第 87 条の 4  年度 分類 番号 

関  連   2026 設備 001 

 

- 24 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 昇降機の確認申請の要件について（２） 

 

＝要 旨＝ 

 

 昇降機の確認申請の要件について（１）の適用事例として、ロープ式エレベーターの場合を例示する。 

 

＝内 容＝ 

表．適用事例（ロープ式エレベーターの場合） 

部材 取替部材 

① 

いずれか 

施行令 

第 129 条の 4 

に定める主要な

支持部分 

主索 ○     ○ ○ 

主索の端部 ○     ○ ○ 

支持ば

り等 

機械室 

あり 
マシンビーム   ○       

機械室 

なし 

ガイドレール     ○     

頂部支持ばり           

② 

両方 

かご枠 ○ ○ ○ ○   

かご床版 ○ ○ ○ ○ ○ 

③ 駆動装置 ○ ○ ○ ○ ○ 

④ 制御盤 ○ ○ ○   ○ 

確認申請の要否※4 必要 必要 必要 不要 不要 

※1. 確認申請の要否については、①～④全てに該当する場合は「必要」となり、①～④のうち１つでも該当しない 

場合は「不要」となる。 

※2. 「〇」印は取り替える部材を表す。 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

関係条文 法第 87 条の 4  年度 分類 番号 

関  連   2026 設備 002 

 

- 25 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 路地状の部分の長さの取り方について 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第 7 条における路地状の部分の長さの取り方は、幅員 6ｍ未満の部分とする。 

 

 

＝内 容＝ 

 

 幅員 6ｍ未満の部分について、路地状の部分とする。 

なお、路地状部分の長さは、路地状の部分の幅員の中心で測った長さとする。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

  

 

 

 

関係条文 法第 43 条第 3 項、条例第 7 条  年度 分類 番号 

関  連   2008 条例 001 

 

- 26 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 興行場等の定員について 

 

＝要 旨＝ 

 

 興行場等の定員の算定は、条例第 13 条の 2 による。 

 

 

＝内 容＝ 

 

 事業者側が現在の事業計画に基づき収容人数を設定していたとしても、条例の適用にあたっては、定員

の算定は条例第 13 条の 2 による。この規定の算定方法以外の定員としようとする場合には、条例第 22 条

の 3 に基づく認定が必要となる。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 条例第 13 条の 2：興行場等の定員 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 13 条の 2  年度 分類 番号 

関  連   2008 条例 002 

 

- 27 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 興行場等における屋外に通ずる出入口等について（１） 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第 16 条第 1 項第一号における「出入口」の取扱いは、一連かつ避難方向が一方向になる場合は、そ

の出入口は一つとみなされる。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 16 条第 1 項第一号は、火災その他の緊急時に避難者が一つの出入口に集中しないよう出入口を２

ヶ所以上設けることを義務付けたものであり、規模や平面計画によっては、数箇所の出入口が設置してあ

っても、それらが一連で、かつ、避難方向が一方向になる場合は、その出入口は一つとみなされる。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 条例第 16 条：屋外に通ずる出入口等 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 16 条第 1項第一号  年度 分類 番号 

関  連   2008 条例 003 

 

- 28 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 興行場等における屋外に通ずる出入口等について（２） 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第 16 条第 1 項第三号における「出入口の幅員」とは、一連の開口部の合計の幅員とする。 

 

＝内 容＝ 

 

 この規定は、屋外に通ずる出入口が火災その他の緊急避難時の支障となりやすい場所であるため、最低

限必要な幅員として 1ｍを確保することとしている。したがって、避難時に有効に利用できる一連の開口

部であれば、これらの幅員の合計を「出入口の幅員」とすることができる。例えば、幅 900mm の扉が 2 枚

併設してあるような場合に、日常的に 1 ヶ所の出入ロとして利用されていて、開放された時有効に扉 2 枚

分の幅が利用できれば良いものとする。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 条例第 16 条：屋外に通ずる出入口等 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 16 条第 1項第三号  年度 分類 番号 

関  連   2008 条例 004 

 

- 29 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 興行場等に係る規定の適用除外について 

 

＝要 旨＝ 

 

 特殊な構造方法等の興行場等に係る条例の規定の適用については、条例第 22 条の 3 により知事が認定し

た場合に限り、適用除外となる。 

 

＝内 容＝ 

 

 次のような場合については、条例第 22 条の 3 により、興行場等に係る規定に定める基準による場合と同

等以上に安全上、防火上及び避難上支障がないと知事が認定した場合に限り、興行場等に係る規定が適用

除外となる。 

1．屋外観覧場、360 度舞台など特殊な舞台の劇場、座席ごと建物の内部を移動していく劇場等、予測し

えない特殊な構造方法等の興行場等に条例を適用する場合 

2．興行場等の運営方法や管理方法等により、条例の各規定をそのまま適用することが不合理な場合 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 条例第 22 条の 3：興行場等に係る規定の適用除外 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 22 条の 3  年度 分類 番号 

関  連   2008 条例 005 

 

- 30 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 路地状の敷地における路地状部分の幅員について 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第７条における路地状の部分の幅員の取り方は、敷地の幅員とする。 

 

 

＝内 容＝ 

 

 路地状の部分に構造物（門柱、塀等）がある場合でも、条例第７条の路地状の部分の幅員は敷地の幅員

とする。 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

 

関係条文 法第 43 条第３項、条例第７条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 006 

 

- 31 - 

 

建築物 
道
路 

塀 

塀 

路地状の部分の幅員 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 児童、生徒等を収容する室について 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第 12 条における「児童、生徒等を収容する室」は、児童又は生徒等が継続的に使用する居室が該当

する。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 12 条においては、小学校又は特別支援学校の用途に供する建築物の教室その他児童、生徒等を 

収容する室は、４階以上の階に設けてはならないこととなっているが、「児童、生徒等を収容する室」に  

ついては、児童又は生徒等が継続的に使用する居室が該当し、児童又は生徒等の継続的な使用が想定され

ない、保健室、相談室、職員室などは該当しない。 

 また、屋上に設けられたプールなど、室ではないものについても「児童、生徒等を収容する室」に該当

しない。 

 なお、単に室名のみにより判断するのではなく、利用形態、規模等を考慮し、判断する必要がある。 

 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 12 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 007 

 

- 32 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 木造建築物等である校舎の本屋について 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第 13 条における「校舎の本屋」は、教室がある校舎をいい、別棟である体育館等はこれに該当   

しない。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 13 条においては、木造建築物等である校舎（耐火建築物等を除く）の本屋の外壁又はこれに   

代わる柱の面から隣地境界線までの距離を規定しているが、「校舎の本屋」については、教室のある校舎が

これに該当し、別棟である体育館等は「校舎の本屋」に該当しない。 

 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 13 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 008 

 

- 33 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 前面空地の取扱いについて（１） 

 

＝要 旨＝ 

 

 前面空地内においては、原則として、駐車スペースを含むことはできない。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 15 条及び第 24 条においては、用途上、使用する人数が一時的に集中することが想定され、避難

上及び出入口の混雑防止上の観点から、主要出入口の前面に一定規模以上の空地を設けることを規定して

いるが、前面空地内に駐車スペースがあり、車が停まっている場合、本条の目的が達せられないことから、

原則として、前面空地内に駐車スペースを含むことはできない。 

 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 15 条、条例第 24 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 009 

 

- 34 - 

 



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 前面空地の取扱いについて（２） 

 

＝要 旨＝ 

 

 前面空地内においては、通行上支障のない段差・スロープを設けることができる。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 15 条及び第 24 条においては、用途上、使用する人数が一時的に集中することが想定され、避難

上及び出入口の混雑防止上の観点から、主要出入口の前面に一定規模以上の空地を設けることを規定して

おり、平場で確保することが望ましいが、段差・スロープであって、通行上支障のないものについては、

本条の目的が達せられることから、前面空地内に設けることができる。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 15 条、条例第 24 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 010 

 

- 35 - 

 

：前面空地

段
差

スロープ



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 物品販売業を営む店舗等における主要出入口の幅員について 

 

＝要 旨＝ 

 

 片開き等のドアと自動ドアを同一壁面に連続して設けた場合、条例第 25 条における主要出入口の幅は、

片開き等のドアと自動ドアの幅員の合計とすることができる。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 25 条においては、物品販売業を営む店舗等の規模に応じ、主要出入口の幅員を規定しているが、

下図のように、片開き等のドアと自動ドアを同一壁面に連続して設けた場合、本条における主要出入口の

幅は、片開き等のドアと自動ドアの幅員の合計とすることができる。 

なお、この場合の自動ドアについては、手動で容易に開放することができるものである必要がある。 

 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

 

 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 25 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 011 

 

- 36 - 

 

主要出入口の幅員はW1＋W2とする。
（W1、W2≧60cm）

自動ドア

W1 W2



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 避難上有効な空地における柱等の取扱いについて 

 

＝要 旨＝ 

 

 避難上有効な空地内に柱やガードパイプ等を設ける場合、柱・ガードパイプ等を除いた部分で、３ｍ  

以上の有効幅員を確保しなければならない。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 25 条における避難上有効な空地は、有効幅員で３ｍ以上確保する必要があるが、避難上有効な 

空地内に、柱やガードパイプ等を設ける場合、柱・ガードパイプ等を除いた部分で、３ｍ以上の有効幅員

を確保しなければならない。この場合、柱・ガードパイプ等の間が、避難上支障がなければ（有効幅員   

６０ｃｍ以上）、その幅員を合算することができる。 

 なお、避難上有効な空地は、火災等の災害時に避難可能な空地である必要があることから、原則として、

避難上有効な空地内に駐車スペースを含むことはできないが、車路については、火災等の災害時に自動車

が駐車されていることがなく、また自動車の出入りもないなど、避難上支障のない場合については、避難

上有効な空地内に設けることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝備 考＝ 

 条例第 39 条（周囲の空地）における「避難上有効な空地」、第 40 条（主要出入口）における「避難上    

有効な通路」についても、上記と同様の考え方である。（解説図については、千葉県建築基準法施行条例と

その解説 2023 年版を参照） 

 

関係条文 法第 40 条、条例第 25 条、第 39 条、第 40 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 012 

 

- 37 - 

物品販売業を
営む店舗等

道路又は道

避
難
上
有
効
な
空
地

W1,W2,W3はそれぞれ 60cm
以上の場合のみ有効とし、
W1＋W2＋W3で必要な幅員3m
以上確保する必要がある。

W1 W2 W3

ガードパイプ等



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 条例第 44 条における「道路の交差点又は曲り角」の取扱いについて（１） 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第 44 条における「道路の交差点」の取扱いは、以下のとおりとする。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 44 条においては、車庫等の用途に供する建築物の敷地の自動車の出入口の位置について、道路の

交差点又は曲り角から５メートル以内の場所に設けてはならないと規定しており、ここでいう「道路の  

交差点」には、隅切り及び歩道を含むものとし、その範囲は以下のとおりとする。 

 

＝備 考＝ 

 上記以外の場合における交差点の範囲については、各所管行政庁へ問合せ願います。 

 

 

 

関係条文 法第 43 条第３項、条例第 44 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 013 

 

- 38 - 

 

車道

：交差点の範囲

5m 5m

5m 5m

5m

5m

5m

5m

車道

5m 5m

5m 5m

5m

5m

5m

5m

車道
5m 5m

5m

5m5m

5m

車道

5m5m

5m

5m

5m

5m

車道

5m5m

5m 5m

中央分離帯

車道

歩道



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 条例第 44 条における「道路の交差点又は曲り角」の取扱いについて（２） 

 

＝要 旨＝ 

 

 条例第 44 条における「道路の曲り角」の取扱いは、以下のとおりとする。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 44 条においては、車庫等の用途に供する建築物の敷地の自動車の出入口の位置について、道路の

交差点又は曲り角から５メートル以内の場所に設けてはならないと規定しており、ここでいう「道路の  

曲り角」は、120°以内に交わる道路をいい、その範囲は以下のとおりとする。 

 

 

＝備 考＝ 

 角度の計測位置及び上記以外の場合における曲り角の範囲については、各所管行政庁へ問合せ願います。 

 

 

 

関係条文 法第 43 条第３項、条例第 44 条  年度 分類 番号 

関  連   2023 条例 014 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 条例第３章における各条文の適用について 

 

＝要 旨＝ 

条例第６条に掲げる用途に供する建築物が、敷地内に複数棟ある場合における、第３章の各条文の適用

については、以下の表のとおりとする。 

 

＝内 容＝ 

敷地単位で適用する条文（同一敷地内に２以上の建築物がある場合は、その床面積の合計による） 

第７条 
第８条 
第 14 条 
第 23 条 
第 44 条 

敷地と道路との関係 
特殊建築物の接道長さの制限 
敷地と道路との関係 
敷地と道路との関係 
出入口の位置 

 

棟単位で適用する条文 

第 11 条 
第 12 条 
第 13 条 
第 15 条 
第 16 条 
第 17 条 
第 18 条 
第 18 条の 2 
第 18 条の 3 
第 18 条の 4 
第 22 条 
第 22 条の 2 
第 24 条 
第 25 条 
第 26 条 
第 27 条 
第 30 条 
第 32 条 
第 34 条 
第 36 条 
第 37 条 
第 38 条 
第 39 条 
第 40 条 
第 40 条の 2 
第 41 条 
第 42 条 
第 43 条 
第 43 条の 2 
第 45 条 
第 46 条 

便所の構造 
４階以上に設ける教室等の禁止 
木造建築物等である校舎と隣地境界線との距離 
前面空地 
屋外に通ずる出入口等 
直通階段の配置等 
客用の廊下等 
客席の用途に供する部分の出入口 
客席の構造 
客席の用途に供する部分の通路の配置等 
客席の用途に供する部分と舞台の用途に供する部分との区画 
主階が避難階以外の階にある興行場等の構造 
物品販売業を営む店舗等の前面空地 
物品販売業を営む店舗等の主要出入口 
物品販売業を営む店舗等の通路 
マーケットの出入口及び通路 
ボイラー室等の区画等 
火消場等 
耐火建築物としなければならないもの 
階段 
廊下の幅 
設置禁止の場所 
周囲の空地 
主要出入口 
出入口等 
内装 
木造長屋の形態等 
出入口 
内装 
構造及び建築設備 
他の用途部分との区画 

 

 

＝備 考＝ 

(例)同一敷地内に床面積 40 ㎡の自動車車庫が２棟ある場合、条例第 44 条は適用、条例第 45 条は適用外 

 

関係条文 条例第６条  年度 分類 番号 

関  連   2024 条例 015 
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千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 一の建築物又は同一敷地内に条例第６条第１号に掲げる用途が複数ある場合の取扱いについて 

 

＝要 旨＝ 

 

一の建築物又は同一敷地内に条例第６条第１号に掲げる用途が複数ある場合の条例第３章の適用の有無

は、複数の用途の床面積の合計ではなく、それぞれの用途の床面積による。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第６条では、条例第３章の規定が適用される特殊建築物の範囲を定めているが、一の建築物又は同

一敷地内に同条第１号に掲げる用途が複数ある場合は、複数の用途の床面積の合計ではなく、それぞれの

用途の床面積により、条例第３章の適用の有無を判断する。 

 

 

＝備 考＝ 

 

 

関係条文 条例第６条  年度 分類 番号 

関  連   2024 条例 016 
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共同住宅・物品販売業を営む店舗が
それぞれ100㎡以下であることから、
条例第３章は適用外

共同住宅
物品販売業
を営む店舗

80㎡ 80㎡

共同住宅
物品販売業
を営む店舗

120㎡ 40㎡

共同住宅が100㎡を超えていることから、
条例第３章が適用される

【適用条文】
第３章第１節

第７条（敷地と道路との関係）
第８条（特殊建築物の接道長さの制限）
第11条（便所の構造）

第３章第７節
第38条（設置禁止の場所）
第39条（周囲の空地）
第40条（主要出入口）

※物品販売業を営む店舗の床面積が100㎡以下
のため、第３章第４節は適用されない

【例】



 

千葉県建築基準法令関係取扱基準集 

 

 敷地の外周の長さに対する接道長さの取扱いについて 

 

＝要 旨＝ 

 

条例第 14 条第 1 項及び第 23 条第 1 項において必要とされる、敷地の外周の長さに対する接道の長さの

算定において、所定の幅員を有する道路に複数個所で接する場合、これらの長さを合計することができる。 

 

＝内 容＝ 

 

 条例第 14 条第 1 項及び第 23 条第 1 項では、興行場等の定員の合計数や物品販売業を営む店舗等の床面

積の合計に応じて、所定の幅員を有する道路に敷地の外周の長さの７分の１以上が接しなければならない

とされているが、所定の幅員を有する道路に複数個所で接する場合、これらの長さを合計することができ

る。 

 

＝備 考＝ 

 

 

関係条文 法第 43 条第３項、条例第 14 条、条例第 23 条  年度 分類 番号 

関  連   2024 条例 017 
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道路

敷 地

隣地

幅員 W

Ｌ1 Ｌ2

Ｌ1＋Ｌ2≧敷地の外周の1/7
（Ｌ1，Ｌ2≧2ｍ）

敷 地

Ｌ1

隣地

Ｌ2

幅員 W

幅員 W

定員・床面積等に応じて
必要とされる幅員

幅員 W：

道路

道
路



見出番号
（更新日当時）

欄 前 後 更新日

削除 2008総則002 ――― 「地盤面を算定する領域の設定の方法について」 ――― H22.10.1

削除 2008総則004 ―――
「大規模の修繕と大規模の模様替の解釈につい
て」

――― H22.10.1

削除 2008集団007 ―――
「道路斜線制限に係る建築物の後退距離の算定
について（２）」　（敷地と道路に高低差がある場
合の後退距離）

――― H22.10.1

修正 2008集団006 要旨 算定は、前面道路のうち
算定は、前面道路の境界線までの水平距離のう
ち

H22.10.1

修正 2008条例001 関係条文 法第40条 法第43条第2項 H22.10.1

変更 ――― ――― 建築物の防火避難規定の解説 ２００５ （第６版） 建築物の防火避難規定の解説 ２０１２ （第７版） H25.11.1

追加 2013総則009 ――― ―――
「地盤面下の車庫等と地上建築物の一体性の判
断について」

H25.11.1

追加 2013集団009 ――― ――― 「敷地と道路に高低差がある場合について」 H25.11.1

追加 2013集団010 ――― ――― 「制限の緩和等の取扱いについて」 H25.11.1

変更 ――― ―――
建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例2009年版

建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例2013年度版

H27.5.18

追加 2015総則010 ――― ――― 「階数に算入しない屋上部分の取扱いについて」 H27.5.18

追加 2015集団011 ――― ―――
「サービス付き高齢者向け住宅の用途判断につ
いて」

H27.5.18

修正 協議会名簿 ――― ――― 問い合わせ先について　追記 H30.6.1

追加 はじめに ――― ――― 取扱基準集の説明について H30.6.1

修正 目次 2008総則007 建築物の敷地が2以上の地域 建築物の敷地又は建築物が2以上の地域 H30.6.1

修正 目次 2008集団003 建ぺい率に係る角地緩和の取扱いについて（１）

建蔽率に係る角地緩和の取扱いについて（１）

常用漢字に改訂されたことより、以後「建ぺい率」
は「建蔽率」とする。

H30.6.1

変更 目次 ―――
千葉県改正建築基準法施行条例とその解説
2004年版

千葉県改正建築基準法施行条例とその解説
2016年版

H30.6.1

変更 目次 ――― 建築物の防火避難規定の解説 ２０１２ （第７版） 建築物の防火避難規定の解説 ２０１６ H30.6.1

変更 目次 ―――

建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例2013年度版

発行：財団法人建築行政情報センター

建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例2017年度版

発行：一般財団法人建築行政情報センター

H30.6.1

「千葉県建築基準法令関係取扱基準集」　更新履歴



見出番号
（更新日当時）

欄 前 後 更新日

「千葉県建築基準法令関係取扱基準集」　更新履歴

修正 目次 ―――
「ただし、次の更（内容）については、除く。～
各所管行政庁へ問い合わせ願います。」

文言の修正 H30.6.1

修正 目次 ――― 細則　……　千葉県建築基準法施行細則
細則等　……　各所管行政庁による建築基準法
施行細則・規則、告示

H30.6.1

修正 2008総則001 内容
学校、事務所、病院、工場等の事業者が設置す
る居住施設で

事業者等が設置する居住施設で H30.6.1

修正 2008総則007 ――― 建築物の敷地が2以上の地域
建築物の敷地又は建築物（法第67条、法第24条
の２に限る）が2以上の地域

H30.6.1

修正 2008総則007 内容 22条区域 法第22条区域 H30.6.1

修正 2015総則010 内容 ―――

文体の修正

「各種機械室については、その部分の床面積が
各種機器及びメンテナンススペース程度に限る。
その他のものについても同様に、必要最低限の
スペースとしたものに限る。」の補足。

H30.6.1

修正 2008集団003 要旨 ――― 文体の修正 H30.6.1

修正 2008集団003 内容 ―――

文体及び図の修正

「現況幅員（Ｗ1）4ｍ以上　幅員（Ｗ2）４ｍ以上
角地緩和の適用条件：W1+W2≧10ｍ」の補足

H30.6.1

修正 2008集団003 関係条文 細則第16条 細則等（角地緩和） H30.6.1

修正 2008集団004 内容

・・・千葉県建築基準法施行細則第16条第一号
の街区の角にある敷地に該当する。またそれぞ
れの道路に2以上の（条例第14条第2項及び第23
項第2項の規定を含む）接道が必要となる。

・・・細則等の建蔽率の角地緩和に係る規定によ
る街区の角にある敷地に該当する。またそれぞ
れの道路に2以上の接道が必要となる。

図より角度を削除及び「Ａ＋Ｂ≧１０」の補足

H30.6.1

修正 2008集団004 備考 ―――
内容の欄より「条例第14条第2項及び第23条第2
項」について転記と取扱いについて補足

H30.6.1

修正 2008集団004 関係条文 細則第16条 細則等（角地緩和） H30.6.1

修正 2008集団005 要旨
建ぺい率に係る角地緩和において、「公園等」に
は線路敷が含まれる。

建蔽率に係る角地緩和において、「公園等」には
水面、水路、里道等（法第42条非該当）及び線路
敷が含まれる。

H30.6.1

修正 2008集団005 内容
千葉県建築基準法施行細則第16条は、・・・解す
るので線路敷も含む。ただし駅舎等が・・・部分は
除く。

細則等の建蔽率の角地緩和に係る規定は、・・・
解するので「公園等」には、水面、水路、里道等
（法第42条非該当」及び線路敷（ただし駅舎等
が・・・部分は除く。）も含む。

H30.6.1

修正 2008集団005 備考 細則第16条：空地制限の特例
「細則第16条」の削除
「用語の定義」の追加

H30.6.1

修正 2008集団005 関係条文 細則第16条 細則等（角地緩和） H30.6.1

修正 2008集団008 内容 ――― 図に「行き止まり道路」と追記 H30.6.1



見出番号
（更新日当時）

欄 前 後 更新日

「千葉県建築基準法令関係取扱基準集」　更新履歴

修正 2013集団010 内容 ――― 文言の修正 H30.6.1

修正 2013集団010 備考
…水路：公的所有管理され、・・・かつ形態・空間
のあるもの

…水路、里道等：公的所有管理され、・・・かつ将
来にわたって形態・空間が確保されるもの

H30.6.1

修正 2010条例001 内容 ―――
なお、路地状部分の長さは、路地状の部分の幅
員の中心線で測った長さとする。

H30.6.1

修正 2010条例001 備考 ――― 「条例第7条：敷地と道路との関係」の削除 H30.6.1

修正 協議会名簿 ――― ――― 行政庁の並び順を修正 R5.3.31

変更 目次 ―――
千葉県 改正建築基準法施行条例とその解説　２
０１６年版

千葉県 建築基準法施行条例とその解説　２０２３
年版

R5.3.31

変更 目次 ――― 建築物の防火避難規定の解説 ２０１６ 建築物の防火避難規定の解説  ２０１６（第２版） R5.3.31

変更 目次 ―――
建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例 ２０１７年度版

建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例 ２０２２年度版

R5.3.31

追加 2023条例006 ――― ―――
「路地状の敷地における路地状部分の幅員につ
いて」

R5.3.31

追加 2023条例007 ――― ――― 「児童、生徒等を収容する室について」 R5.3.31

追加 2023条例008 ――― ――― 「木造建築物等である校舎の本屋について」 R5.3.31

追加 2023条例009 ――― ――― 「前面空地の取扱いについて（１）」 R5.3.31

追加 2023条例010 ――― ――― 「前面空地の取扱いについて（２）」 R5.3.31

追加 2023条例011 ――― ―――
「物品販売業を営む店舗等における主要出入口
の幅員について」

R5.3.31

追加 2023条例012 ――― ―――
「避難上有効な空地における柱等の取扱いにつ
いて」

R5.3.31

追加 2023条例013 ――― ―――
「条例第44条における「道路の交差点又は曲り
角」の取扱いについて（１）」

R5.3.31

追加 2023条例014 ――― ―――
「条例第44条における「道路の交差点又は曲り
角」の取扱いについて（２）」

R5.3.31

修正 2008総則007 内容 法第67条、法第24条の2 法第65条、法第24条 R6.6.1

変更 2015総則010 内容
建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例2017年度版　P109

建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例2022年度版　P117

R6.6.1

追加 2024総則011 ――― ―――
「床面積の算定における吹きさらしの廊下等の離
隔距離について」

R6.6.1



見出番号
（更新日当時）

欄 前 後 更新日

「千葉県建築基準法令関係取扱基準集」　更新履歴

修正
2008集団

003,004,005
見出番号 ――― ページ順番及び見出番号の変更 R6.6.1

修正 2008集団004
要旨
内容
備考

―――
内容の修正
千葉県建築基準法施行細則第16条第2号の取
扱いについて補足と図の追加

R6.6.1

修正 2013集団009

内容

備考

　
　　　　　　　　　　　　　―――

「建築確認のための基準総則・集団規定の適用
事例2013 年度版」P106

図の修正
道路面より低い敷地の接道の取扱いを追記

「建築確認のための基準総則・集団規定の適用
事例2022年度版」P132

R6.6.1

追加 2024構造001 ――― ――― 「垂直積雪量について」 R6.6.1

追加 2024構造002 ――― ――― 「地表面粗度区分及び基準風速V0について」 R6.6.1

修正 2008条例001 関係条文 法第43条第2項 法第43条第3項 R6.6.1

追加 2024条例015 ――― ――― 「条例第３章における各条文の適用について」 R6.6.1

追加 2024条例016 ――― ―――
「一の建築物又は同一敷地内に条例第６条第１
号に掲げる用途が複数ある場合の取扱いについ
て」

R6.6.1

追加 2024条例017 ――― ―――
「敷地の外周の長さに対する接道長さの取扱い
について」

R6.6.1

変更 目次 ―――
千葉県 建築基準法施行条例とその解説　２０２３
年版

千葉県 建築基準法施行条例とその解説　最新
版

R8.3.31

変更 目次 ――― 建築物の防火避難規定の解説  ２０１６（第２版） 建築物の防火避難規定の解説  最新版 R8.3.31

変更 目次 ―――
建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例 ２０２２年度版

建築確認のための基準総則・集団規定の適用事
例　最新版

R8.3.31

追加 2026設備001 ――― ――― 「昇降機の確認申請の要件について（１）」 R8.3.31

追加 2026設備002 ――― ――― 「昇降機の確認申請の要件について（２）」 R8.3.31


